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第４章 地域福祉 
 

第１節 相談・指導の充実  
 

低所得者世帯については、経済的な困窮に至った個々の事由を分析し、各種制度の有効かつ効果

的な活用を図り、実情に応じた指導助言を行っています。 

 また、家庭児童福祉の向上を図るため、家庭児童相談員活動を行っています。 

 そのほか、成年後見制度に関する相談受付や制度の普及啓発及び利用促進のため、成年後見推進

センターを設置しています。 

 

１ 生活保護の相談 (社会福祉課)                            単位：件 

相談件数 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

585 627 629 

 

２ 家庭児童相談室 (子ども家庭課) 

近年の社会の変動に伴う家庭生活の変化により、家庭における児童養育に関して種々複雑な問

題が発生しています。 

このような状況の中で、家庭における人間関係の健全化及び児童養育の適正化等家庭における

児童福祉の向上を図るための相談支援を行っています。 

 

相 談 内 容 別 件 数          単位：件 

区    分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

養護 

相談 

児童虐待相談 444 676 978 

その他の相談 482 675 601 

保健に関する相談 1 4 2 

障がい

相談 

肢体不自由に関する相談 0 0 0 

視聴覚に関する相談 0 0 0 

言語発達に関する相談 2 3 2 

重症心身障害に関する相談 0 1 0 

知的に関する相談 1 3 2 

発達に関する相談 7 8 12 

非行・触法行為等に関する相談 1 3 0 

育成 

相談 

性格行動に関する相談 11 15 55 

不登校に関する相談 17 9 22 

適正に関する相談 0 0 0 

育児・しつけに関する相談 22 49 57 
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そ の 他 19 90 33 

合  計 1,007 1,536 1,764 

※延べ件数の掲載から、年度ごとの件数の掲載に見直しました。 

 

３ 要保護児童対策地域協議会 (子ども家庭課) 

児童虐待等要保護児童について、児童問題にかかわる関係機関（県、市、民生委員・児童委員、

教育関係等）との連携を強化し、児童虐待等の防止対策を総合的に推進するため設置しています。 

また、協議会の活動を効果的に推進するため、組織形態を代表者会議・実務者会議・個別支援

会議の３層構造とし、児童虐待防止ネットワークのきめの細かい情報の共有等の充実を図ってい

ます。 

 

４ 流山市成年後見推進センター（成年後見中核機関）(高齢者支援課・障害者支援課) 

流山市では、令和３年４月に、認知症、知的障害その他の精神上の障害があることにより財産

の管理又は日常生活に支障がある方を地域全体で支え、共生社会を実現できるよう、成年後見制

度の利用を促進するために、流山市成年後見推進センターを設置しました。センターの運営は、

社会福祉法人流山市社会福祉協議会に委託しています。 

流山市成年後見推進センターでは、成年後見制度等についてのご説明や、専門の相談先をご案

内する他、法律や福祉、その他の関係機関と協力体制（ネットワーク）を築く活動や、成年後見

制度をはじめとする高齢者や障害者の権利を守るための制度を、多くの人に知っていただけるよ

うに広報・啓発活動を行っています。 

 

（１）流山市成年後見推進センターの設置 

 

名   称 所 在 地 開設年月 

流山市成年後見推進センター 平和台 2-1-2 ケアセンター内 令和３年４月 

 

（２）流山市成年後見推進センターの運営 

ア 相談実績 

 （延べ件数） 単位：件  

区  分 

年  度 
電  話 来  所 訪  問 そ の 他 計（件） 

令和３年度 170   53 11 1  235  

令和４年度 243 43 10 45 341 
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イ 主催事業 

区  分 令和３年度 令和４年度 

専門職向け研修会 1回開催 31人 1回開催 62人 

市民向け講演会 1回開催 204人 1回開催 76人 

出前講座 12回開催 195人 11回開催 319人 

無料個別相談会 5回開催 24人 5回開催 27人 

 

（３）成年後見地域連携ネットワーク会議 

流山市成年後見推進センターにより設置された協議体による会議を開催し、地域や関係機関

における権利擁護支援についての情報の共有、課題の検討、成年後見推進センターの運営報告

等を通して、権利擁護支援の地域連携ネットワークの推進を図ります。 

成年後見地域連携ネットワーク会議    令和４年度  ３回開催 
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第２節 援護措置の充実 

 

１ 生活保護 (社会福祉課) 

生活保護は、日本国憲法第 25条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に

対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その健康で文化的な最低限度の生活を保障す

るとともに、その自立を助長することを目的としています。 

 

（１） 保護の種類 

生活保護の種類は、次の８種類となっています。 

ア 生活扶助  衣食その他日常生活及び移送に必要な費用 

イ 住宅扶助  家賃、補修、その他住宅に必要な費用 

ウ 教育扶助  教科書、学用品、その他義務教育に伴う必要な費用 

エ 介護扶助  介護を受けるために必要な費用 

オ 医療扶助  病気の治療に必要な費用 

カ 出産扶助  出産のため必要な費用 

キ 生業扶助  生業・高校就学に必要な資金、器具、資材及び技能習得に必要な費用 

ク 葬祭扶助  葬式を行うために必要な費用 

 

（２） 被保護世帯、人員及び保護率 

           被保護世帯、人員及び保護率の推移       （年度末数） 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

被保護世帯 1,372 1,405 1,439 

被保護人員 1,832 1,861 1,883 

保護率(‰) 9.1 9.0 9.0 
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（３）被保護者の世帯類型別構成   

    

 

  
 

  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   
 

 

 
 

被保護者の世帯類型別構成 

区   分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

世帯数 割合(％) 世帯数 割合(％) 世帯数 割合(％) 

高 齢 者 688 50.1 702 50.0 712 49.5 

傷病・障害 461 33.6 484 34.4 497 34.5 

母   子 78 5.7 76 5.4 77 5.4 

そ の 他 145 10.6 143 10.2 153 10.6 

合   計 1,372 100 1,405 100 1,439 100 
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（５）保護の開始及び廃止 

生活保護の年度別推移 

区     分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

申請件数 243 252 276 

開 始 
世帯数 213 209 225 

人 数 285 285 296 

廃 止 
世帯数 146 169 189 

人 数 187 213 228 

却下件数（取り下げを含む） 30 41 54 

 

 

 

 

（４）生活保護費 

 

生活保護費の種類別構成の推移 

区 分 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

延人数 
扶助額 

(千円) 

割合

(％) 
延人数 

扶助額 

(千円) 

割合

(％) 
延人数 

扶助額 

(千円) 

割合

(％) 

生活扶助費 18,836 909,539 30.0 19,383 942,630 30.8 19,944 964,873 30.88 

住宅扶助費 19,099 584,138 19.2 19,745 614,194 20.0 20,351 634,891 20.32 

教育扶助費 1,411 15,881 0.5 1,380 14,946 0.5 1,356 15,556 0.50 

介護扶助費 4,129 110,344 3.6 4,553 125,464 4.1 4,753 132,832 4.25 

医療扶助費 16,597 1,387,003 45.7 17,724 1,338,547 43.7 17,982 1,345,505 43.07 

出産扶助費 1 0 0 0 63 0 0 0 0 

生業扶助費 628 8,323 0.3 616 8,654 0.3 572 9,786 0.31 

葬祭扶助費 26 5,411 0.2 46 8,121 0.3 35 7,517 0.24 

施設事務費 52 7,005 0.2 32 3,964 0.1 24 3,165 0.10 

中国残留邦人 

生活支援給付金 
24 3,983 0.1 24 2,781 0.1 22 4,788 0.15 

就労自立給付金 25 1,280 0 22 934 0 27 994 0.03 

進学準備給付金 14 2,100 0.1 6 1,000 0 10 1,600 0.05 

委託事務費 63 1,335 0 139 2,871 0.1 132 2,738 0.09 

合 計 60,905 3,036,342 100 63,670 3,064,169 100 65,208 3,124,245 99.99 

(注)各年度の決算額 

※ 集計は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、数値の合計が 100.0%にならない場合があ

ります。 
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第３節 扶助制度の充実 

 

母子家庭又は父子家庭及び父母のいない児童を養育する家庭（以下「ひとり親家庭等」といいま

す。）の経済的負担と精神的不安を軽減し、自立を促進することを目的として、医療費の助成や諸手

当を支給し、安定した生活が送れるように扶助制度の充実を図っています。 

 

１ ひとり親家庭等医療費等助成制度 (子ども家庭課) 

ひとり親家庭等に対し、医療費等を助成することにより、ひとり親家庭等の母、父若しくは養

育者の経済的負担及び精神的不安の軽減を図ります。 

ひ と り 親 家 庭 等 医 療 費 等 助 成 状 況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

延件数（件） 11,538 27,870 29,136 

助成額（円） 33,863,931 58,200,243 59,178,873 

 

２ 児童扶養手当 (子ども家庭課) 

児童扶養手当は、一定の要件を満たしている 18歳に達する日以後最初の 3月 31日（一定の障

害の状態にある場合は、20 歳の誕生日の前日）までの児童を監護しているひとり親家庭等の母、

父若しくは養育者に支給します。 

《手当の基準額・令和４年度》 

（１人目）全部支給：43,070円／月、一部支給：43,060円～10,160円／月 

（２人目）全部支給：10,170円／月加算、一部支給：10,160円～5,090円／月加算 

（３人目以上）全部支給：6,100円／月加算、一部支給：6,090円～3,050円／月加算 

 

児 童 扶 養 手 当 支 給 状 況 

区 分 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

受給

者数 

対象 

児童数 
支給額(円) 

受給

者数 

対象 

児童数 
支給額(円) 

受給

者数 

対象 

児童数 
支給額(円) 

児童 1人 429 429  

 

 

 

451 451  442 442  

   2人 200 400 224 448 210 420 

   3人 51 153 48 144 51 153 

4人以上 9 44 9 57 11 51 

合 計 689 1,026 365,131,400 732 1,100 353,525,780 714 1,066 356,992,700 
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３ 流山市児童育成手当 (子ども家庭課) 

児童扶養手当の支給要件に該当する児童（18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日（心身に一

定の障害の状態にある場合は 20 歳に達する日）までの間にある者）を２人以上監護している、

又は 18歳に達する日後の 4月 1日以後市長が指定する学校に在学している 20歳未満の者（心身

に一定の障害の状態にある者を含む。）を監護しているひとり親家庭等の母、父若しくは養育者

に支給します。 

流 山 市 児 童 育 成 手 当 支 給 状 況 

区         分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

18 歳に達する日以後の最初

の 3月 31日までの間にある

者及び一定の障害の状態に

ある 20歳未満の者（第 2子

以降） 4,000円 

対象児童数 

 (人) 
337 387 383 

支給額 

(円) 
18,668,000 17,860,000 18,280,000 

18 歳に達する日後の 4 月 1

日以後市長が指定する学校

に在学中の児童 20,000 円

（一定の障害の状態にある

第 2 子以降の在学中の児童  

24,000円） 

対象児童数 

 (人) 
4 2 1 

支給額 

(円) 
960,000 480,000 260,000 

    合     計 

対象児童数 

 (人) 
341 389 384 

支給額 

(円) 
19,628,000 18,340,000 18,540,000 

 

４ 流山市遺児等手当 (子ども家庭課) 
 

父若しくは母が死亡し、又は重度の障害の状態にある 16 歳（心身に一定の障害の状態にある

場合は 20歳）未満の児童を養育している方に支給します。 

（12歳以下の者１人／１か月 4,000円・13歳以上の者１人／１か月 6,000円） 

遺 児 等 手 当 支 給 状 況 

区      分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

12歳以下の者 
対象児童数(人) 39 36 43 

支給額(円) 2,012,000 1,636,000 1,744,000 

13歳以上の者 
対象児童数(人) 43 44 42 

支給額(円) 2,718,000 2,994,000 2,658,000 

合   計 
対象児童数(人) 82 80 88 

支給額(円) 4,730,000 4,630,000 4,402,000 
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５ 母子家庭等就労促進費用助成制度 (子ども家庭課) 

（１）母子家庭等自立支援教育訓練給付金 

母子家庭の母又は父子家庭の父の自立支援を図るため、指定された教育訓練講座を受講した

母子家庭の母又は父子家庭の父に対して、講座修了後に受講料の一部（６割相当額）を助成す

るものです。 

 

（２）母子家庭等高等職業訓練促進給付金 

   母子家庭の母又は父子家庭の父が看護師等就労に有利な資格取得のため１年以上養成機関で

修業する場合に、４年間を限度に生活負担の軽減を図るとともに資格の取得を容易にするため

助成するものです。 

 

（３）母子家庭等高等職業訓練修了支援給付金 

   母子家庭の母又は父子家庭の父が看護師等の資格取得のため１年以上の養成機関で修業し、

養成課程を修了した場合に、資格取得に係る負担を軽減するために助成するものです。 

 

（４）ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業給付金 

   ひとり親家庭の親又は 20歳未満の子が高等学校卒業程度認定試験の合格を目指し、民間事業

者等が実施する受験対策講座を受講し、養成課程を修了した場合及び高校卒業程度認定試験に

全て合格した場合に、給付金を支給することにより資格取得に係る負担軽減を図るとともに、

学び直しを支援するものです。 

 

母子家庭等就労促進費用助成状況 

区      分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 

自立支援教育訓練給付金 3 143,395 2 102,781 4 80,225 

高等職業訓練促進給付金 4 5,170,000 5 5,536,000 6 7,403,500 

高等職業訓練修了支援給付金 2 50,000 1 25,000 3 150,000 

ひとり親家庭高等学校卒業程度

認定試験合格支援事業給付金 
0 0 0 0 0 0 
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６ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付制度 (子ども家庭課) 

ひとり親家庭の親が高等職業訓練促進給付金を活用する場合、入学準備金及び就職準備金を貸

し付けることにより就学・就職を容易にします。養成機関を修了し、かつ資格取得した日から１

年以内に貸付を受けた都道府県内において就職し、取得した資格が必要な業務に５年間就労継続

した場合は、貸付に係る返済が免除されます。社会福祉法人千葉県社会福祉協議会が実施主体と

なって運営し、市が貸付に係る相談及び申請等の窓口となっています。 

 

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

種類 上限額 件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 

入学準備金 50万円 0 0 1 500,000 0 0 

就職準備金 20万円 0 0 1 181,232 0 0 

合   計 0 0 2 681,232 0 0 

 

７ 母子・父子・寡婦福祉資金貸付制度 (子ども家庭課) 

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦家庭の経済的自立を支援する目的で千葉県が実施主体となっ

て行っており、市が貸付に係る相談及び申請等の窓口となっています。 

 

母子・父子・寡婦福祉資金貸付実績      金額単位：千円 

区分 

令和元年度 令和２年度 

母子福祉資金 父子福祉資金 寡婦福祉資金 母子福祉資金 父子福祉資金 寡婦福祉資金 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

修  学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

就学支度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生  活 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合  計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

区分 

令和３年度 令和４年度 

母子福祉資金 父子福祉資金 寡婦福祉資金 母子福祉資金 父子福祉資金 寡婦福祉資金 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 件数 金額 件数 

修  学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

就学支度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生  活 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合  計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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第４節 その他の生活支援 

 

１ 生活困窮者自立支援制度 (社会福祉課・子ども家庭課) 

自立相談支援事業は、生活困窮者からの相談に早期かつ包括的に応ずる相談窓口です。生活困

窮者が抱えている課題を適切に評価・分析し、その課題を踏まえた「自立支援計画」を作成する

等の支援を行います。また、関係機関との連絡調整や支援の実施状況の確認等も行います。 

 

（１）自立相談支援 (社会福祉課) 

生活困窮者に対して広く相談を行う窓口を設置し、生活困窮者が抱える複合的な課題を受け

止め、その者の置かれている状況や本人の意思を確認した上で、就労準備支援のほか、住居確

保給付金支給等の関係事業との連携を含めた支援計画を策定し、これに沿った支援を行います。 

 

（２）就労準備支援 (社会福祉課) 

複合的な課題を抱える生活困窮者が就職活動を行うために必要な支援をします。生活習慣の

形成を目的とした「生活自立支援」、就労の前段階として必要な社会的能力を身につけること

を目的とした「社会自立支援」、継続的な就労経験の場を提供し一般就労への就職活動に向け

た技法や知識の習得を目的とした「就労自立支援」を段階的に実施しています。 

就労準備支援状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

新規相談受付件数 683 312 204 

プラン作成件数 240 178 65 

就労支援対象者数 60 40 71 

就労者数 53 17 38 

 

（３）住居確保支援事業 (社会福祉課) 

   離職等により経済的に困窮し、住居を失った又はそのおそれがある者に対し、住居確保給付

金を支給することにより安定した住居の確保と就労自立を図るものです。 

住居確保支援状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

住居確保支援件数 115 129 36 
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（４）子ども学習支援 (子ども家庭課) 

   生活に困窮する世帯又は、困窮する恐れのある世帯の中学校２年生及び中学校３年生を対象

に市内の学習塾の協力により学習支援及び進路指導を行い、高等学校への進学率を向上させる

ことで貧困の連鎖の防止を図るものです。 

子どもの学習支援状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

子ども学習支援利用者数 57 115 122 

 

２ 特定疾病療養者見舞金制度 (社会福祉課) 

  特定疾病の療養者及びその保護者に対して、見舞金を支給し、闘病若しくは労苦に報いるもの

です。 

特定疾病療養者見舞金支給状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対 象 者（人） 1,961 1,967 1,910 

支給金額（千円） 49,025 49,175 47,750 

 

３ 災害見舞金制度 (社会福祉課) 

  地震、暴風、豪雨、豪雪、洪水等の異常な自然現象又は火事等の災害により家屋が被害を受け

た場合、被災世帯に、見舞金を支給します。 

災害見舞金支給状況 

区    分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

全焼（壊） 
世帯数 9 0 4 

金額（円） 270,000 0 120,000 

半焼（壊） 
世帯数 1 1 5 

金額（円） 20,000 20,000 100,000 

床上浸水 
世帯数 0 0 0 

金額（円） 0 0 0 

合  計 
世帯数 10 1 9 

金額（円） 290,000 20,000 220,000 

 

４ 被爆者健康管理見舞金制度 (社会福祉課) 

原爆被爆者に見舞金を支給することにより、被爆者の闘病若しくは労苦に報い、健康の保持意

欲及び生活意欲の増進に寄与するものです。 

被爆者健康管理見舞金支給状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対象者(人) 60 58 54 

支給額(円) 600,000 580,000 540,000 
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５ 戦傷病者・戦没者遺族等への事業 (社会福祉課) 

（１）戦傷病者の援護 

旧軍人軍属等であった方が公務上傷病にかかり、今なお一定程度以上の障害を有する場合や、

療養の必要がある場合に戦傷病者手帳の交付が受けられます。 

 この手帳の交付を受けた方で、一定の条件を満たすときは、次の援護が行われます。 

ア 療養の給付（療養費の支給） 

戦傷病者の公務上の傷病又はこれと医学的因果関係のある傷病について、厚生労働大臣の

指定する医療機関（主に国立病院等）において、診察、薬剤、手術等その他の治療等を行う

ものです。 

イ 療養手当の支給 

療養の給付を受けている１年以上の長期入院患者で、傷病恩給等の年金を受けていない方

に支給されます。 

ウ 葬祭費の支給 

療養の給付を受けている戦傷病者が公務上の傷病により死亡した場合、そのご遺族に支給

されます。 

エ 更生医療の給付 

第５款症以上の身体障害の戦傷病者が、社会復帰のための手術等を必要としたときに行わ

れます。 

オ 補装具の支給、修理 

公務上の傷病により、第３款症以上の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害、肢体不自由（肢

切断を含みます。）又は中枢神経機能障害のある戦傷病者に対して、身体機能の欠損等を補

い、職業生活や日常生活を容易にするため、その者の請求により、盲人安全つえ、補聴器、

義肢、装具、車いすその他厚生労働大臣が定める補装具の支給又は修理が行われます。 

カ 国立保養所への入所 

第２項症以上の重度の戦傷病者で必要と認められる場合は、国立保養所に入所することが

できます。 

キ ＪＲの鉄道、連絡船への乗車・乗船についての無賃の取扱（「ＪＲ戦傷病者乗車（船）券類

引換証」の交付） 

戦傷病者と戦傷病者に同行する介護者については、旅客会社の鉄道及び連絡船に乗車する

際、無賃の取り扱いが受けられます。 

 

（２）戦没者遺族等への援護 

旧軍人、軍属等の遺族には、「恩給法」により「公務扶助料」「特例扶助料」が、また、「戦傷

病者戦没者遺族等援護法」により「遺族年金」「遺族給与金」が支給される制度があります。こ

のほか戦没者の妻等に対し、特別給付金や特別弔慰金が支給される制度があります。 
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（３）戦没者追悼式 

先の大戦において、国内外で亡くなられた戦没者並びに戦禍によって亡くなられた戦災死没

者に対して、追悼の誠を捧げるとともに恒久平和を祈念するため戦没者追悼式を行っています。 

戦没者追悼式参列者 

区   分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

参列者数(人) 97 88 83 

 

６ 児童手当 (子ども家庭課) 

児童手当は、中学校修了前の児童を養育している者に手当を支給することにより、次代の社会

を担う子どもの健やかな育ちを支援することを目的としています。 

ア 支給対象  中学校修了前の児童を養育している者 

イ 所得制限  あり 

ウ 支給額  平成 24年４月分から（人/円） 

３歳未満 15,000円 

３歳以上 

小学校修了前 

第１子・第２子 10,000円 

第３子以降 15,000円 

中学生 10,000円 

特例給付  5,000円 

 

児童手当支給状況 

区     分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

被用者 
延児童数（人） 61,182 60,936 60,976 

支 給 額（円） 917,715,000 913,955,000 914,675,400 

非被用者 
延児童数（人） 5,005 4,728 4,471 

支 給 額（円） 74,918,800 70,920,000 67,065,000 

被用者３歳以上 

小学校修了前 

延児童数（人） 162,626 167,481 169,345 

支 給 額（円） 1,692,421,200 1,742,586,700 1,759,640,000 

非被用者３歳以上

小学校修了前 

延児童数（人） 19,435 18,525 18,692 

支 給 額（円） 208,425,000 198,788,300 200,425,000 

小学校修了後 

中学校修了前 

延児童数（人） 43,983 44,826 46,082 

支 給 額（円） 439,850,000 448,180,000 460,820,000 

特例給付 
延児童数（人） 62,588 69,422 57,351 

支 給 額（円） 312,940,000 347,120,000 286,755,000 

合  計 
延児童数（人） 354,819 365,918 356,917 

支 給 額（円） 3,646,270,000 3,721,550,000 3,689,380,000 
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７  特別児童扶養手当 (障害者支援課) 

重度又は中度の障害児（20歳未満）の方を育てている家庭に支給しています。対象者は、重・

中度の障害児（20歳未満）を監護している父母、又は養育者（養育者については、父母に監護さ

れない障害児（20歳未満）を同居養育し、生計を維持していること）。 

手当の内容 

支 給 額 
１級(重度)障害児 月額 53,700円 

２級(中度)障害児 月額 35,760円 

支 給 月 ４月、８月、11月 

支給方法 受給者が指定した金融機関への口座振込み 

所得制限 受給者本人又は扶養義務者の前年の所得が一定額を超えるときは、支給されません。 

 

特別児童扶養手当支給状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

支給人数（人） 287 282 299 

 

８ 特別障害者手当 (障害者支援課) 

重度の重複障害等のため、在宅で常時特別の介護を必要とする 20 歳以上の方に支給される手

当です。 

対象者は、年齢が 20歳以上であり、３か月以上の入院をしていないこと。 

身体障害者療護施設等の施設に入所していないこと。 

手当の内容 

支 給 額 月額 27,980円 

支 給 月 ２月、５月、８月、11月 

支給方法 受給者が指定した金融機関への口座振込み 

所得制限 本人、配偶者及び扶養義務者等の所得により支給制限があります。 

 

特別障害者手当支給状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

支給人数（人） 104 137 192 

 

９ 障害児福祉手当 (障害者支援課) 

重度の障害があるため、在宅で常時介護を必要とする 20 歳未満の方に支給される手当です。

対象者は、年齢 20歳未満であり、肢体不自由児施設等の施設に入所していないこと。 
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手当の内容 

支 給 額 月額 15,220円 

支 給 月 ２月、５月、８月、11月 

支給方法 受給者が指定した金融機関への口座振込み 

所得制限 本人及び扶養義務者等の所得により支給制限があります。 

 

障害児福祉手当支給状況 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

支給人数（人） 79 90 99 

 

１０ 千葉県心身障害者扶養年金 (障害者支援課) 

   心身障害者を扶養している方が、その生存中、毎月一定の掛金を納付し、万一のことがあっ

た場合、後に残された心身障害者に終身一定の年金を給付しています。 

給付額 

・年金（加入者が死亡又は重度障害となったとき、障害者の生存中毎月支給） 

１人１口  月額 20,000円 

・弔慰金（加入者の生存中、障害者が死亡したとき） 

加入期間に応じて、一時金が支給されます。 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

加入者数(人) 43 42 45 

年金受給者数(人) 40 47 47 

※生活保護世帯、市民税非課税及び均等割世帯については減免又は緩和の制度があります。 
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１１ 流山市福祉手当 (障害者支援課) 

特別障害者手当・障害児福祉手当を受けられない心身障害者に支給される手当です。 

（１）手当の内容 

支給額 

(円/月) 身体 療育 精神 

8,650 ねたきり(注１) Ⓐ･A  

7,900 １･２級 Bの１ １･２級 

6,900 ３級 Bの２ ３級 

８月､11月､４月 各月末日(土日祝の場合その前日)に４ゕ月分を支給。 

（注 1)６ゕ月以上居宅で病臥している介添が必要な 20歳以上 65歳未満の方 

所 得 

制 限 

非課税世帯 市民税均等割世帯 課税世帯 

全額支給 半額支給 不支給 

対象外 
生活保護､国手当､障害福祉サービス､介護保険の利用者 

(利用停止後に再申請可) 

申 請 通帳､印鑑､障害者手帳､個人番号 

                           

 (２）流山市福祉手当支給状況    

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

支給人数（人） 835 1,000 1,069 

支給額（円） 67,745,175 69,283,825 72,787,500 

平成 28年 4月 1日福祉手当改正 
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第５節 地域福祉活動拠点の整備充実 

 

 福祉会館事業 (社会福祉課) 

福祉会館は、市民の文化及び教養の向上、高齢者及び身体障害者の福祉の向上、増進並びに児童

及び青少年の健全な育成を図ることを目的に設置されています。 

福  祉  会  館  一  覧 

名   称 施  設  内  容 併 設 施 設 

駒木台福祉会館 舞台付大広間、会議室２室、和室、調理室 児童館 

流山福祉会館 舞台付大広間、会議室３室、和室２室、音楽室、浴室  

江戸川台福祉会館 舞台付集会室、会議室、和室 児童センター 

西深井福祉会館 舞台付大広間、会議室、和室、調理室  

思井福祉会館 舞台付大広間、会議室、和室、相談室 児童センター 

向小金福祉会館 舞台付大広間、会議室、和室 児童センター 

東深井福祉会館 舞台付大広間、会議室、和室 障害者福祉センター 

南福祉会館 舞台付大広間、和室、調理室  

十太夫福祉会館 舞台付集会室、会議室、和室 児童センター 

名都借福祉会館 舞台付大広間、会議室、和室、作業室  

南流山福祉会館 舞台付大広間、体育室、控室  

野々下福祉会館 舞台付大広間、会議室、和室 児童センター 

赤城福祉会館 舞台付大広間、集会室、会議室、談話室 児童センター 

平和台福祉会館 舞台付大広間、和室２室  

下花輪福祉会館 

(ほっとプラザ流山) 
多目的集会室、会議室、和室２室、浴室（本館、新館） 

 

 

福 祉 会 館 利 用 状 況          単位：人 

利 用 団 体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

老人団体 15,021 20,294 24,797 

ＰＴＡ 641 1,927 1,074 

自治会 4,371 5,379 7,014 

青少年 1,033 2,224 2,493 

一 般 167,377 208,801 227,602 

合  計 188,443 238,625 262,980 

浴室入浴者を含む合計 220,820 283,199 316,328 
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第６節 社会福祉協議会活動の充実 

 

社会福祉法人 流山市社会福祉協議会 (社会福祉協議会) 

社会福祉協議会は、社会福祉法第 109条の規定に基づき、地域福祉の推進を図ることを目的とし

た民間団体（社会福祉法人）で、地域で抱えるさまざまな福祉課題を地域全体の問題として捉え、

住民の福祉活動の場づくり、仲間づくりなどの支援や、社会福祉に関わる団体･機関等と連携し、具

体的な福祉サービスを実施しています。社会福祉協議会は、住民主体の原則に基づき、自治会等の

住民組織、民生委員・児童委員、各種団体、関係行政機関等の参加・協力のもと、地域で生活する

皆さんと協力し合って「誰もが自分らしく安心して暮らせるまちづくり」を目指して活動していま

す。 

１ 予 算 

施
設
整
備
等 

に
よ
る
収
支 

施設整備等寄付金収入 0 0 0 0 

施設整備等収入計 0 0 0 0 

そ
の
他
の
活
動

に
よ
る
収
支 

積立資産取崩収入 31,659 31,659 0 0 

事業区分間繰入金収入 0 4,230 0 0 

その他の活動収入計 31,659 35,889 0 0 

前期末支払資金残高 137,962 117,036 20,926 0 

収 入 合 計 719,320 599,571 122,153 1,826 

 

令和４年度社会福祉法人流山市社会福祉協議会 資金収支予算総括表 

(収 入）                                  単位：千円 

 

区分 勘 定 科 目 法人合計 社会福祉事業 公益事業 収益事業 

事 

業 

活 

動 

に 

よ 

る 

収 

支 

会費収入 10,600 10,600 0 0 

寄付金収入 1,500 1,500 0 0 

経常経費補助金収入 55,172 55,142 30 0 

受託金収入 147,675 147,675 0 0 

貸付事業収入 2,276 2,276 0 0 

事業収入 68,190 67,180 0 1,010 

介護保険事業収入 174,725 73,528 101,197 0 

就労支援事業収入 10,272 10,272 0 0 

障害福祉サービス等事業収入 78,052 78,052 0 0 

受取利息配当金収入 1 1 0 0 

その他の収入 1,236 420 0 816 

事業活動収入計 549,699 446,646 101,227 1,826 
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(支 出）                                  単位：千円 

区分 勘 定 科 目 法人合計 社会福祉事業 公益事業 収益事業 

経 

常 

活 

動 

に 

よ 

る 

収 

支 

人件費支出 392,451 316,962 75,489 0 

事業費支出 71,232 65,518 5,202 512 

事務費支出 71,660 58,193 13,114 353 

就労支援事業支出 10,272 10,272 0 0 

貸付事業支出 2,969 2,969 0 0 

共同募金配分金事業費 11,233 11,233 0 0 

助成金支出 7,554 7,554 0 0 

事業活動支出計 567,371 472,701 93,805 865 

施
設
整
備
等
に
よ

る
収
支 

固定資産取得支出 120 120 0 0 

ファイナンス・リース債務の返済支出 1,539 1,088 451 0 

施設整備等支出計 1,659 1,208 451 0 

そ
の
他
の
活

動
に
よ
る
収

支 事業区分間繰入金支出  0 3,269 961 

その他の活動による支出 10,767 7,276 3,491 0 

その他の活動等支出計 10,767 7,276 6,760 961 

予備費支出 1,561 1,350 211 0 

当期末支払資金残高 137,962 117,036 20,926 0 

支 出 合 計 719,320 599,571 122,153 1,826 

※事業区分間繰入金収入、支出は法人内部の取引であるため、法人合計欄にて内部取引消去を行っています。 

 

２ 社会福祉協議会の活動事業 (社会福祉協議会) 

（１）地域ぐるみ福祉推進事業 

   核家族化・高齢化の進展等に伴い、ますます多様化･高度化する福祉ニーズにきめ細かく 

  対応するために、住民主体の地域福祉活動を推進しています。 

① 福祉意識の高揚及び福祉教育の推進 

  ア 市民まつり（福祉会場）における広報・啓発活動（令和４年度は規模を縮小して実施） 

  イ 地域ぐるみ福祉のまちづくり推進ポスター及び推進標語の募集・表彰 

（小中学校児童・生徒を対象） 

② 地区社会福祉協議会への活動支援（市内 17小学校区毎に組織） 

   地域にお住まいの方々が主体となり住民同士の支え合い、助け合いの仕組みづくりを行う自

主組織の地区社会福祉協議会に対し、活動費の支援や情報提供などを行っています。 

 地区社会福祉協議会を支える構成員は、小学校区内の自治会からの代表、民生委員・児 

童委員、主任児童委員、ＰＴＡ、日赤奉仕団員、個人ボランティア、学校関係者、老人ク 
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ラブの代表、流山市社会福祉協議会役員などの方々です。 

 〔主な事業〕※地区によって事業内容や開催方法は異なります。 

   ふれあい･いきいきサロン（高齢者や子育て世帯対象）、高齢者対象の見守り訪問、 

敬老のつどい・敬老お祝い品贈呈、児童と高齢者の交流、介護教室･健康講座開催、 

こども食堂への支援、研修事業、広報･啓発事業の事業等、地域に根ざした福祉活動 

※令和４年度も新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、中止や延期、形を変えた対応をした

事業が数多くありましたが、感染予防策を講じて徐々に事業を再開しています。 

 

③ ボランティア活動の推進 

「流山市ボランティアセンター」を設置し、ボランティアの募集・養成、登録・活動紹介・

調整、活動支援、情報提供などを通じて、ボランティア活動の推進を図っています。 

また、大規模災害時の「災害ボランティアセンター」の立上げに備え、運営を支援いただく

ボランティアの養成・登録や研修を行っています。 

ア ボランティアの募集 

施設、団体、個人等からの要請に応えて、ボランティアの募集をしています。 

イ ボランティアの養成 

ボランティア活動に必要な知識や技術の習得や向上を図るために、ボランティア講座等を

開催しています。 

ウ ボランティアの登録・紹介・調整 

    ボランティア活動を希望する個人やグループを登録し、施設や団体、個人等からの要請に

基づき活動紹介・調整をしています｡ 

    令和４年度末現在登録者数 

    個人 753人 グループ 1,108人（58グループ） 計 1,861人 

エ ボランティア活動の支援 

    ボランティア活動の場の提供や、活動に必要な機材の貸出及びボランティア活動保険の加

入手続き等の支援を行っています｡ 

  オ 情報提供 

    ボランティアセンターや「ながれやま福祉だより」、社会福祉協議会ホームページなどを通

じて、ボランティア活動に関する情報を提供しています｡ 

(社会福祉協議会ホームページアドレス http://www.nagareyamashakyo.com/) 

  カ 災害ボランティアセンターへの備え 

    大規模災害の発生に備え、「災害ボランティアセンター」の立ち上げや運営を支援するボラ

ンティアを養成すると共に、登録や研修を行っています。また、災害ボランティアセンター

の立ち上げ運営訓練を行い、災害時に備えています。 

キ 介護支援サポーター事業（市受託事業） 

    65歳以上の方の社会参加による地域貢献活動を推進し介護予防の促進を図るため、市内の

介護保険施設等でサポーター活動（見守り、話し相手、レクリエーションの指導や補助、配
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膳などのボランティア活動）を行うための養成講座の開催および活動先の紹介・情報提供を

行っています。 

 

令和４年度末現在 

介護支援サポーター登録者数 705人  活動者数 136人  受入施設 75施設 

 

（２）高齢者福祉事業 

◇老人クラブ支援事業 

   地域の自主的な組織である老人クラブを支援し、その活動を通して、高齢者の社会参加や生

きがいづくり、健康づくり等を推進しています。また、流山市老人クラブ連合会の事務局業

務を担い、研修会や運動会、芸能大会などの事業支援、運営補助にあたっています。 

  ◇介護予防訪問介護等及び訪問介護事業（介護保険事業） 

要介護者等のいる居宅に訪問介護員を派遣し、自立した生活が送れるように生活援助や身体

介護サービスを提供しています。 

 ◇介護予防通所介護等及び通所介護事業（介護保険事業・市指定管理者） 

要介護者等の心身機能の維持向上と生活リズムの活性化、介護者の身体的･精神的な負担の

軽減を図るため､デイサービスセンターで、健康チェック、入浴、食事、季節の行事、機能

訓練等の各種サービスを提供しています。 

  ◇居宅介護支援事業（介護保険事業） 

要介護者等の生活状況や家族の状態等に配慮した居宅サービス計画（ケアプラン）を作成し、

サービス事業者、医療機関等と連絡調整をしながら自立した日常生活が送れるよう支援して

います。 

  ◇介護認定訪問調査事業（市受託事業） 

介護保険法に基づく要介護・要支援認定申請者に、公正中立な立場で、心身の状況について

本人や家族から聞き取り調査を行っています。 

  ◇南部地域包括支援センター事業（市受託事業） 

南部中学校区、南流山中学校区、おおたかの森中学校区の一部の地域内に居住する高齢者や

家族からの介護・福祉・医療等の生活全般に関するさまざまな相談に応じ、主任介護支援専

門員・社会福祉士・看護師の専門職員が連携しながら、介護予防マネジメント業務、権利擁

護業務、総合相談支援業務、包括的・継続的ケアマネジメント業務を行い、高齢者が住み慣

れた地域で尊厳を持って生活ができるように支援しています。 

◇流山市シルバーサービス事業者連絡会事業 

 流山市内の介護保険事業全体の質の向上を図り、地域の介護力を上げるために合同の研修会、

情報収集・整理・発信などを行っています。 
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（３）障害者(児)福祉事業 

  ◇居宅介護・重度訪問介護・同行援護事業（障害福祉サービス） 

障害者(児)のいる世帯に訪問介護員を派遣し、家事援助や身体介護、外出支援など、自立し

た生活が送れるように必要な援助サービスを行っています｡ 

◇移動支援事業 

   屋外での移動が困難な障害のある人について、地域における自立生活や社会参加を促す  

ことを目的に外出のための支援を行います。 

◇身体障害者デイサービス事業（市指定管理者） 

在宅身体障害者の自立と社会参加の促進と併せて介護者の身体的･精神的な負担の軽減を図

るため、デイサービスセンターで健康チェック、入浴、食事、創作活動、機能訓練等の各種

サービスを提供しています。 

◇流山こまぎ園の運営（障害福祉サービス） 

 就労が困難な 18 歳以上の障害者に対して、働く場を提供するとともに、就労に必要な知識 

及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援をしています。（定員 20名） 

 

（４）生活支援サービス事業（自費サービス） 

    介護保険事業等で、サービスを利用している高齢者及び身体障害者のいる居宅に訪問介護員

を派遣し、介護保険等でできない身体介護や生活援助サービスを提供しています。 

 

（５）児童福祉･子育て支援事業 

   ◇育児支援等サービス（ママ＆ベビーヘルプサービス事業）（自費サービス） 

心身ともに不安定になりがちな妊娠期及び産褥期の母親のいる居宅に訪問介護員を派遣し、

身体的･精神的負担の軽減を目的に、妊娠中の母親または生後６か月未満の乳児とその母親に

対して育児･家事等のサービスを提供しています。 

◇流山市育児支援等サービス事業（委託契約） 

  家族等からの支援が受けられず、産前産後の生活に不安のある妊産婦の心身の負担を軽減

し、安心して育児ができることを目的に訪問介護員を派遣し、育児・家事等のサービスを提

供しています。 

   ◇放課後児童健全育成事業（市指定管理者） 

     保護者が就労等で放課後の家庭保育が困難な児童を、保護者が終業後迎えに来るまでの間、

学童クラブで育成支援し、楽しく集団生活を送ることで、保護者が安心して仕事と子育てを両

立できるように支援しています。 

※第１あすなろ学童クラブ、第２あすなろ学童クラブ（南流山小）、第１ひまわり学童クラブ、

第２ひまわり学童クラブ、第３ひまわり学童クラブ（鰭ヶ崎小）を運営しています。 

◇子育てサロン「サンサン」 

  地域の親子の交流の場として、民生委員児童委員協議会と生涯学習センターと社会福祉協議

会との共催で子育てサロンを開催しています。 
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◇子ども食堂支援事業 

  地域住民の方からお寄せいただいた食料品や流山子ども食堂ネットワークを通じ、各子ども

食堂の活動を支援しています。また、本会ホームページ等で活動のＰＲ等も行っています。 

 

（６）福祉資金貸付事業 

   ◇生活福祉資金 

他からの融資を受けられない所得の比較的少ない世帯や高齢者又は障害者が同居する世帯

の経済的自立と安定に役立てていただくために、各種資金（福祉資金、教育支援資金、総合支

援資金、不動産担保型生活資金）をお貸ししています。 

貸付条件、貸付対象、貸付限度額、返済期間、利子、連帯保証人の有無は、資金の種類ごと

に異なります。 

また、生活困窮者自立支援事業の利用が条件となる資金もあります。 

※令和元年度より新型コロナウイルス感染症の影響による休業等により、収入が減少された方 

  （世帯）や失業等により生活に困窮された方（世帯）に対して生活費等の資金をお貸ししまし

た。（緊急小口資金等特例貸付：令和４年９月で終了しました。） 

   ◇愛の資金 

市内に６か月以上居住する世帯で、一時的な生活困窮などのやむを得ない事情で生活の援護

の必要が生じた場合に、生活意欲の助長促進と自立更生に導くことを目的として、必要最小限

の少額（限度額５万円）を応急でお貸ししています。  

   

（７）広報・啓発事業 

   ◇「ながれやま福祉だより」の発行 

社会福祉協議会の事業やボランティア、地区社会福祉協議会活動の紹介、市内外の福祉関連

情報の提供と福祉啓発を目的として、年 4回発行し、市内全戸に新聞折込のほか、公共施設や

市内スーパー等に広報ラックを設置し配布しています｡ 

   ◇パンフレットの発行 

    誰もが自分らしく安心して暮らせるまちづくりを目指して、社会福祉協議会について紹介し、

理解を得ることを目的に、世帯回覧のほか、公共施設の窓口等で配布しています。 

   ◇ホームページ 

インターネット上にホームページを開設し、最新の社協関連情報を提供しています。 

   (ホームページアドレス http://www.nagareyamashakyo.com/) 

   ◇ＳＮＳでの情報発信 

    Ｘ（ツイッター）とフェイスブックを開設し、ホームページと併用して速報性に富んだ広報

活動を展開しています。 

 

（８）日常生活自立支援事業（福祉サービス利用援助事業） 

在宅での日常生活を送る上で、十分な判断がむずかしい高齢者や障害者の方々が、地域で安 
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心して生活できるよう支援する福祉サービスです。生活支援員の訪問等により福祉サービスを

利用する際の手続きの援助、金融機関からの生活費の払い戻しや公共料金の支払いなどをお手

伝いしています。 

 

（９）流山市成年後見推進センター（成年後見中核機関）事業 （市受託事業） 

   成年後見制度などについてのご相談をお受けして、ご相談内容に応じた制度のご説明や、専

門の相談先のご案内、関係機関との調整を行い、対象となる方の権利擁護が図れるよう支援し

ています。 

成年後見制度に関係する、法律や福祉、その他の関係機関と協力体制（ネットワーク）を築

く活動や、成年後見制度をはじめとする高齢者や障害者の権利を守るための制度を多くの人に

知っていただけるよう広報・啓発活動を通じ、成年後見制度の利用促進の取り組みを行ってい

ます。（詳しくは P58～59をご覧ください。） 

 

（１０）その他の相談･援護･支援事業 

  ◇心配ごと相談所の設置・運営 

流山市ケアセンターにおいて、心配ごと相談所（３階相談室）を毎週水曜日（午後 1時から

午後 3時 30分まで。祝日・年末年始は除く。）に開設し、市民の日常生活上の心配ごと・悩み

ごとの相談に民生委員・児童委員（18名）が２人体制で応じる他、必要に応じて関係機関への

連絡調整等を行っています。 

  ◇成年後見相談所の開設 ※成年後見推進センター連携事業 

認定ＮＰＯ法人東葛市民後見人の会及び専門職の協力のもと、年６回、成年後見相談所を開

設しています。（相談は無料です。） 

  ◇歳末たすけあい募金助成事業 

新たな年を迎えるにあたり、支援を必要とする世帯や児童養護施設、障害福祉サービス事業

所等へ、公的機関や民生委員・児童委員等の協力を得て、援護金等を給付しています。 

◇ミニフードバンク事業 

   生活に困窮している方に、住民の皆様からお寄せいただいた食料品や日用品などを提供して

います。 

 ◇法外援護事業 

緊急に援護を必要とする行路人等に､自立更生のため少額の援護金をお貸ししています。 

  ◇火災・風水害り災世帯への援助 

火災・風水害等により住家が被災した世帯に見舞金を給付しています。 

  ◇車いすの貸出し(無料) 

高齢者や障害者等に車いすを貸し出しています。 

  ◇各種福祉関係団体への助成・支援 

市内を拠点として活動している各種福祉関係団体の事業・活動に対し、助成・支援をしてい

ます。 
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第７節 民生委員・児童委員活動 

 

民生委員・児童委員 (社会福祉課) 

「民生委員・児童委員」は、民生委員法及び児童福祉法に基づいて厚生労働大臣から委嘱された

地域における福祉の相談・支援にあたるボランティアで、任期は３年です｡ 

委員は、常に社会奉仕の精神をもって地域で抱えている福祉ニーズをとらえ、援助が必要な方に

対して、安定し、自立した生活が送れるよう、適切な支援を行っています｡ 

また、平成６年に設置された児童福祉専門の｢主任児童委員｣は、児童福祉や教育の関係機関と密

接に連絡調整を図りながら、担当地域の民生委員・児童委員とともに児童の健全育成に取り組んで

います。 

流山市では 185 名の地区担当民生委員・児童委員と 18 名の主任児童委員を定数とし、民生委員

法に定められた地区民生委員児童委員協議会（単位民児協）が市内各地区に９つ組織されています｡ 

各単位民児協は、16～28名の民生委員・児童委員と主任児童委員で構成され、毎月１回の定例会

議を開き、地域の福祉問題の分析や担当している要援護世帯への援助方法の検討等を行い、日常の

活動を推進する上で必要な知識と援助技術の向上を図る大切な場となっています｡ 

さらに、各単位民児協や他機関との連絡調整のため、流山市民生委員児童委員協議会を組織して

います｡ 

 

１ ３つの基本姿勢 (社会福祉課) 

（１）社会奉仕の精神 

  社会福祉の精神をもって、社会福祉の増進に努めます。 

（２）基本的人権の尊重 

民生委員・児童委員は、その活動を行うにあたって、個人の人格を尊重し、その身上に関する

秘密を守ることが特に重要です。人格・信条・性別・社会的身分または門地による差別的・優先

的な取り扱いはしません。 

（３）政党・政治的目的への地位利用の禁止 

  職務上の地位を政党または政治的目的のために利用しません。 

 

２ ３つの基本的性格 (社会福祉課) 

（１）自主性 

  常に住民の立場に立って、地域のボランティアとして自発的・主体的な活動を行います。 

（２）奉仕性 

誠意を持ち、地域住民との連帯感を持って、謙虚に無報酬で活動を行うとともに、関係行政機

関の業務に協力します。 

（３）地域性 

  一定の地域社会（担当区域）を基盤として、適切な活動を行います。 
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３ ３つの活動原則 (社会福祉課) 

（１）住民性の原則 

自らも地域住民の一員である民生委員・児童委員は、住民に最も身近なところで、住民の立場

に立った活動を行います。 

（２）継続性の原則 

福祉問題の解決は、時間をかけて行うことが必要です。民生委員・児童委員の交代が行われた

場合でもその活動は必ず引き継がれ、常に継続した対応を行います。 

（３）包括・総合性の原則 

個々の福祉問題の解決を図ったり、地域社会全体の課題に対応していくために、その問題につ

いて包括的・総合的な視点に立った活動を行います。 

 

４ 活動の基本（７つの働き） (社会福祉課) 

（１）社会調査活動  

  担当区域内の住民の実態や福祉ニーズを日常的に把握します。 

（２）相談活動 

  地域社会が抱える問題について、相手の立場に立ち、親身になって相談にのります。 

（３）情報提供活動 

  社会福祉の制度やサービスについて、その内容や情報を住民に的確に提供します。 

（４）連絡通報活動 

住民が個々の福祉ニーズに応じた福祉サービスが受けられるよう関係行政機関・施設・団体等

に連絡し、必要な対応を促すパイプの役割を務めます。 

（５）調整活動 

  住民の福祉ニーズに対応し、適切なサービスの提供が図られるように支援します。 

（６）生活支援活動 

  住民の求める生活支援活動を自ら行い、支援体制をつくっていきます。 

（７）意見具申活動 

活動を通じて得た問題点や改善策について取りまとめ、必要に応じて民児協を通じて関係機関

等に意見を提起します。 

 

○ 流山市民生委員児童委員協議会 (社会福祉協議会) 

・会 長 １名      （事務局） 

・副会長 ２名       流山市社会福祉協議会内 

・会 計 １名       流山市平和台 2丁目 1番地の 2 

・理 事 15名       TEL 7159-4735 FAX 7159-4736 

・監 事 ２名 
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地区民生委員児童委員協議会の構成人数 (社会福祉協議会) 

(令和 5年 3月 31日現在) 

地区民児協 

(中学校区) 
担当区域(字名) 

人  数 

 
うち主任 

児童委員数 

東深井 深井新田、東深井、西深井 20 2 

北部 
江戸川台東、江戸川台西、こうのす台、平方、美原、

中野久木、富士見台、北、小屋、南、平方村新田 
27 2 

常盤松 
東初石 1～4 丁目、駒木の一部、駒木台、青田、お

おたかの森北の大部、美田 
22 1 

西初石 
新宿、上新宿新田、桐ケ谷、谷、上貝塚、下花輪、

若葉台、西初石１～4丁目 
16 1 

南部 
流山１～9丁目、加、三輪野山、西平井、平和台、

大字流山の一部 
22 2 

南流山 鰭ケ崎、木、南流山、大字流山の一部 23 2 

八木 
思井、中、芝崎、古間木、前平井、後平井、野々下、

長崎、宮園 
22 2 

東部 前ケ崎、向小金、名都借、松ケ丘、西松ケ丘 28 2 

おおたかの

森・おおぐろ

の森 

おおたかの森東、おおたかの森西、おおたかの森南、 

おおたかの森北の一部、駒木の大部、市野谷、大畔 

23 4 

流山全域 計  203 18 
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第８節 民 間 活 動 

 

１ 千葉県共同募金会流山市支会 (社会福祉協議会) 

共同募金は、社会福祉法に基づき、地域福祉の推進のために活用される募金です。 

地域住民一人ひとりの社会福祉に対する理解とたすけあいの精神を高めるとともに、人々

の善意による民間社会福祉事業の進展を図るため、各都道府県共同募金会が中心となって募

金運動を展開しています｡ 

運動期間は、10月 1 日から翌年 3月 31 日までの６か月間で、12月 1 日から 31 日までの

１か月間は共同募金の一環として「歳末たすけあい募金運動」も併せて展開しています。募

金活動は、各自治会の社会福祉協議会協力員、民生委員・児童委員、ボランティアなど多く

の方々の協力を得て行っています｡ 

 

（１）赤い羽根共同募金 

赤い羽根共同募金運動で寄せられた募金は、千葉県内の社会福祉施設や社会福祉団体に助

成され、設備の充実や様々な福祉活動及び社会福祉協議会等が推進する地域福祉活動のため

に役立てられます｡また、いつ起こるかわからない災害に備え準備金として積み立てられ、

被災地支援に活用されます。 

 

令和４年度赤い羽根共同募金実績(流山市支会) 

区   分 金 額 (円） 割合 (％） 

戸別募金 7,371,113 76.7 

街頭募金 42,290 0.4 

法人・商店募金 964,600 10 

職域募金 109,240 1.1 

学校募金 537,295 5.6 

窓口募金 44,570 0.5 

イベント 143,597 1.5 

その他 400,999 4.2 

合   計 9,613,704 100 

※流山市社会福祉協議会へ助成された共同募金の助成金は一人暮らしのお年寄りやからだの不自

由な方、又このような方を支える福祉関係団体等の支援及び地域福祉活動の資金として役立てられ

ます｡ 
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（２）歳末たすけあい募金 

歳末たすけあい運動では、新たな年を迎える時期に、支援を必要としている方々が安心して

暮らすことができるよう、地域ぐるみでの募金活動を推進しています｡ 

この運動によって寄せられた募金は、社会福祉協議会を通じて、市内の援助を必要としてい

る世帯や障害福祉サービス事業所等へ年内に助成されます｡ 

 

 

令和４年度歳末たすけあい募金実績(流山市支会) 

区   分 金 額 (円） 割合 (％） 

戸別募金 3,656,450 96.1 

職域募金 81,113 2.1 

その他 68,029 1.8 

合   計 3,805,592 100 
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２ 日本赤十字社千葉県支部流山市地区の活動 (社会福祉課) 

日本赤十字社は、法律に基づいて設置された特殊法人で、民間の団体です。“人間のいのち

と健康、尊厳を守る”ことを基本的な使命として、国内における災害救護活動をはじめ、ボラ

ンティア活動、医療事業、血液事業や世界の各地で多発する紛争・災害等の緊急救援活動、開

発支援事業等の人道的活動を展開しています。 

こうした活動を展開するための資金は、公的資金によらず、地域住民の皆様や地域企業の皆

様からお寄せいただきます寄付金と赤十字社員（会員）の社費（会費）によって賄われていま

す。 

流山市地区では、毎年５月から６月に地域住民の皆様や地域企業の皆様へ赤十字活動資金へ

のご協力をお願いし、赤十字の活動基盤の確立に努めています。 

活動資金の推移            単位：円 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

目  標  額 11,197,000 11,174,000 11,060,000 

実  績  額 6,813,496 6,321,071 6,647,649 

 

活動資金の使途 

地域住民の皆様や地域企業の皆様からお寄せいただいた資金は、災害時における迅速かつ効

果的な救護活動を展開するため、災害救護体制の整備や防災ボランティアの育成、救急法の普

及、青少年の健全育成等、様々な活動に使われています。 

また、流山市地区では、火災、風水害等によって、被災された世帯に災害救援物資等を支給

しています。 

災害救援物資等の配分状況 

年  度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

被災件数   (件） 11 2 9 

毛布    （枚） 10 1 12 

敷布    （枚） 7 1 21 

日用品セット（個） 6 2 20 

ガーゼケット（枚） 9 1 15 

バスタオル （枚） 12 1 0 

弔慰金   （件） 2 0 1 

見舞金   （件） 11 1 9 
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３ 市民福祉活動事業運営資金貸付制度 (社会福祉課) 

ＮＰＯが新たな市民福祉活動事業を始めるに当たり必要な資金を貸し付けることにより、市

民福祉活動の推進を図り、市民福祉の向上に寄与する制度です。 

 

（１）貸付対象（団体、事業、経費） 

市内に主たる事務所があり、かつ、市内において市民福祉活動を行うＮＰＯで、国、県、

市の補助事業の認可を受けたもの若しくは公共性があり、市民福祉の向上に資するもので

あると認められる事業が対象です。 

対象経費は、当該事業の運営に要する光熱水費等、通信費等、使用料及び賃上料等です。 

（２）貸付金額、利子 

貸付金額は１団体 500万円を限度とし、貸付利子は無利子です。 

（３）償還期間、方法 

３年以内償還（１年以内の据置が可能）で、償還方法は、半年賦均等償還です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 


